別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業改良普及費
	事業名:普及指導員活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業技術課　普及企画担当　電話番号：058-272-1111（内2844）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：24,445千円（前年度予算額：26,757千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　　農業改良助長法に基づき国と県が協同して行う協同農業普及事業を推進するため、農林事務所、農業技術課に普及指導員を配置し、直接農業者と接することで、国施策や県農政の推進方向に即した普及活動を展開している。
（１）普及指導員活動費
・農林事務所の普及指導員が、巡回指導、相談活動、技術実証、講習会の開催等により高度な技術・経営指導を実施する。
・農業技術課に配置する専門普及指導員が、農林事務所の普及指導員への研修の実施や普及活動への助言等を行い、普及活動をサポートする。
（２）一般研修費
・国及び県段階における計画的な研修の実施を通じ、普及指導員の資質向上を図る。
（３）普及事業活動促進
・効率的な普及活動を展開するため、「普及情報ﾈｯﾄﾜｰｸ(EK-SYSTEM)」を活用した情報収集を行い、農業者へ情報提供を行う。
（４）農業改良普及推進協議会運営費
・関係機関と連携し、地域農業の振興が図れるよう、課題設定や役割分担等を検討する協議会等を開催するとともに、普及活動成果を他地域等へ波及させるために普及活動成果発表会を開催する。
（５）新技術導入普及支援事業費
・試験研究機関の成果を農業現場に迅速に普及させるため、現地にて新技術の実証を行う。
（６）農村青少年活動促進指導費
・農業経営改善に意欲のある農業者等に対する活動支援を行うことにより、担い手の育成・確保、資質向上及び農業・農村の活性化を推進する。
	２　所要経費


（１）継続（24,445）

①普及指導員活動費（16,245）普及活動旅費、消耗品費、役務費等
　　②一般研修費（1,712）研修旅費、消耗品費等
　　③普及情報活動促進費（2,207）情報提供資料等消耗品、EK-SYSTEM接続料等役務費
　　④農業改良普及推進協議会運営費（988）成果検討会消耗品等
　　⑤新技術導入普及支援事業費（675）連携研究活動旅費等
　　⑥農村青少年活動促進指導費（2,618）講師謝金報償費等
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


・市場のニーズを把握し、地域経済を支える地場産業としての農業、林業、畜産業を育成し、地域住民の所得を確保することによって、農山村地域の持続可能性を高めます。
	２　これまでの取組状況


・各農林事務所へ普及指導員を配置し、「ぎふ農業・農村振興ビジョン」の実現による県農業・農村の発展に資するため、地域ごとに普及指導計画を策定し、直接現場で農業者と接しながら高度な技術・経営指導を展開してた。また専門普及指導員等による研修を普及経験年数に応じて階層別に実施し、普及指導員の資質向上に努めた。
・農業改良普及推進協議会の開催　10回

・実証ほの設置　12ヵ所

・農業者に対する講習会・研修会の開催　33回
・新規就農者促進のための交流会、研修会等の開催　20回

・国、県で実施した延べ研修日数91日、延べ受講者数69人
	３　これまでの取組に対する評価


・地域の農業を支える担い手は、普及指導員による総合的な技術・経営指導の展開により、徐々に育成されてきている。また「ぎふクリーン農業」など食の安全の確保と環境に調和した農業生産の推進や、地域の特長を生かした産地づくり・ブランド化を推進し、地域の活性化にも結びつけている。

· 今後も、農業者の求める高度な技術に的確に対応しながら、効率的かつ効果的な普及活動を展開していく必要がある。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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